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④農薬取締法
（農薬の登録制度、
販売・使用規制等）

工場・事業場

①水質汚濁防止法（排水規制等）

水質汚濁防止法
（地下浸透規制）

事業場（下水処理場）

家庭など

工場・事業場

②化審法（工業用化学
物質の製造・輸入等
の規制）

③化管法（PRTR制度
による対象事業所か
らの化学物質の排出
量・移動量の把握等）

農地など

排出（環境中・廃棄物への移動等)

製造・輸入・使用

水生生物保全に係る化学物質対策関係制度について

排水等による化学物質の流れ※凡例

工場・事業場

農業排水

生活排水
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法律名 規制、登録等の対象物質※ 対象物質についての考え方等

水質汚
濁防止
法

【規制対象】
・人健康項目 28物質

・その他の項目 15項目（うち水
生生物保全に係る対象物質は１
項目（亜鉛））

・環境基本法に基づき設定される「水質汚濁に係る環境基準」を踏まえ、
規制対象項目が定められる。

・水生生物保全に係る環境基準は３物質（亜鉛、ノニルフェノール、直鎖
アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（後述））。

化審法 【規制対象】
・第一種特定化学物質 31物質

（製造・輸入の原則禁止等）
・第二種特定化学物質 23物質

（製造・輸入予定数量等の届出、必
要に応じ予定数量の変更命令等）

・新規化学物質の上市前の事前審査及び上市後の化学物質の環境リス
ク評価を行い、その結果等に応じ製造等の規制の対象物質に指定。
【第一種特定化学物質】難分解・高蓄積・人又は高次捕食動物への長
期毒性あり

【第二種特定化学物質】相当広範な地域で、相当程度残留、かつ人健
康影響・生態影響のリスク懸念あり

化管法 【管理、把握等の対象】

・第一種指定化学物質 462物質
（PRTR制度の対象。うち、生態

毒性クラスに分類されるもの
は331物質）

・第二種指定化学物質 100物質

・下記①～③のいずれかに該当し、かつ、④又は④’に該当する化学物質
①人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれがある
②自然の状況で容易に化学変化を起こし有害な化学物質を生成する
③オゾン層破壊物質
④環境中に広く継続的に存在すると認められる【第一種指定化学物質】
④’製造量の増加等により、広く継続的に存在することとなることが見込ま

れる物質【第二種指定化学物質】

農薬取
締法

【登録件数等】

・有効登録件数：4,361件
・成分数：565種類（うち413種類
の水産基準を評価。298物質で
基準値を設定。115種類は設定
不要とされた。）

・農薬は、農林水産大臣の登録を受けたものでなければ製造・販売・使用
等ができない。

・農薬の登録を認めるか否かの判断基準のうち、（１）作物残留、（２）土
壌残留、（３）水産動植物の被害防止及び（４）水質汚濁に関する基準
（農薬登録保留基準）を環境大臣が設定。

※農薬の有効登録件数及び成分数（平成27年3月末時点）、化審法の規制対象物質（平成28年4月時点）を除き、いずれも平成28年３月時点のもの
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水質汚濁に係る環境基準

環境基本法に基づき、環境基準を設定。

人の健康の保護に関する環境基準
（健康項目：２７項目）

公共用水域における環境基準

生活環境の保全に関する環境基準
（生活環境項目：１３項目）

水生生物の保全に関する環境基準
（水生生物保全環境基準：３項目）
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環境基本法（平成五年十一月十九日法律第九十一号）

第十六条 政府は、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境
上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する
上で維持されることが望ましい基準を定めるものとする。

２ 前項の基準が、二以上の類型を設け、かつ、それぞれの類型を当てはめる
地域又は水域を指定すべきものとして定められる場合には、その地域又は水
域の指定に関する事務は、次の各号に掲げる地域又は水域の区分に応じ、当
該各号に定める者が行うものとする。

一 二以上の都道府県の区域にわたる地域又は水域であって政令で定めるもの 政府
二 前号に掲げる地域又は水域以外の地域又は水域 （略）

※水域については都道府県知事

３ 第一項の基準については、常に適切な科学的判断が加えられ、必要な改定
がなされなければならない。

４ 政府は、この章に定める施策であって公害の防止に関係するもの（以下「公
害の防止に関する施策」という。）を総合的かつ有効適切に講ずることにより、
第一項の基準が確保されるように努めなければならない。
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項 目 基 準 値

カドミウム 0.003mg／L 以下

全シアン 検出されないこと。

鉛 0.01mg／L 以下

六価クロム 0.05mg／L 以下

砒素 0.01mg／L 以下

総水銀 0.0005mg／L 以下

アルキル水銀 検出されないこと。

PCB 検出されないこと。

ジクロロメタン 0.02mg／L 以下

四塩化炭素 0.002mg／L 以下

1,2-ジクロロエタン 0.004mg／L 以下

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg／L 以下

シス-1,2-ジクロロエチ

レン
0.04mg／L 以下

項 目 基 準 値
1,1,1-トリクロロエタン 1mg／L 以下

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg／L 以下

トリクロロエチレン 0.01mg／L 以下

テトラクロロエチレン 0.01mg／L 以下

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg／L 以下

チウラム 0.006mg／L 以下

シマジン 0.003mg／L 以下

チオベンカルブ 0.02mg／L 以下

ベンゼン 0.01mg／L 以下

セレン 0.01mg／L 以下

硝酸性窒素及び亜硝酸
性窒素

10mg／L 以下

ふっ素 0.8mg／L 以下

ほう素 1mg／L 以下

１，４－ジオキサン 0.05mg／l以下

人の健康の保護に関する環境基準
（公共用水域）
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環境基準策定の経緯

1970年 （７項目）
ｶﾄﾞﾐｳﾑ、ｼｱﾝ、鉛、六価ｸﾛﾑ、砒素、総水銀、ｱﾙｷﾙ水銀
1975年 （１項目）
ＰＣＢ
1993年 （15項目）
ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ、四塩化炭素、1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ、1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ｼｽ-
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ、ﾁｳﾗﾑ、ｼﾏｼﾞﾝ、ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ、ﾍﾞﾝ
ｾﾞﾝ、ｾﾚﾝ
1999年 （３項目）
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素
2009年 （公共用水域：１項目、地下水：３項目）
公共用水域：1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ
地下水：1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ（ｼｽ体＋ﾄﾗﾝｽ体）、塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ、1,4-
ｼﾞｵｷｻﾝ
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カドミウム

全シアン

鉛

六価クロム

砒素

総水銀
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年度

公共用水域の主な健康項目の環境基準超過率（検体値）の推移

【参考】 鉛・砒素の環境基準超過検体数の推移（基準改定以降）

平成23年に基準改定
0.01mg/L→0.003mg/Ｌ

平成5年に基準改定
0.05mg/L→0.01mg/Ｌ

平成5年に基準改定
0.1mg/L→0.01mg/L

注：平成５年に、砒素の環境基準は
「0.05mg/L以下」から「0.01mg/L以下」
に、鉛の環境基準は「0.1mg/L以下」か
ら「0.01mg/L以下」に改定。
また、平成23年に、カドミウムの環境
基準は「0.01mg/L以下」から
「0.003mg/L以下」に改定している。

注：鉛と砒素について、平成５年の環境
基準改定以降の超過検体数で整理す
ると、改定後に超過検体数は急激に
上昇しているが、その後は、鉛が減少
傾向、砒素はほぼ横ばい（自然由来
が多い）の状態で推移している。

健康項目の環境基準の達成状況（H26年度）

平成5年に基準改定
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生活環境の保全に関する環境基準①
水素イオン濃度（ｐＨ）

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）…河川

化学的酸素要求量（ＣＯＤ）…湖沼、海域

浮遊物質量（ＳＳ）…河川、湖沼

溶存酸素量（ＤＯ）

大腸菌群数

N-ヘキサン抽出物（油分等）…海域

全窒素…湖沼、海域

全燐…湖沼、海域

全亜鉛（水生生物項目） ※H15.11追加

ノニルフェノール(水生生物項目） ※H24.8追加

LAS（直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩）

(水生生物項目） ※H25.3追加

底層溶存酸素量（底層DO）…湖沼、海域 ※H28.3追加
13

項 目 河 川 湖 沼 海 域

BOD ≦1～10mg/L － －

COD － ≦1～8mg/L ≦2～8mg/L

pH 6.0～8.5 6.0～8.5 7.0～8.3

SS ≦25～100mg/L 等 ≦1～15mg/L 等 －

DO 2～7.5mg/L≦ 2～7.5mg/L≦ 2～7.5mg/L≦

大腸菌群数 ≦50～5,000MPN/100mL ≦50～
1,000MPN/100mL ≦1,000MPN/100mL

n-ヘキサン
抽出物質

－ － 検出されないこと

全窒素 － ≦0.1～1mg/L ≦0.2～1mg/L

全りん － ≦0.005～0.1mg/L ≦0.02～0.09mg/L

全亜鉛 ≦0.03mg/L ≦0.03mg/L ≦0.01～0.02mg/L
ノニルフェ
ノール ≦0.0006～0.002mg/L ≦0.0006～0.002mg/L ≦0.0007～0.001mg/L

LAS ≦0.02～0.05mg/L ≦0.02～0.05mg/L ≦0.006～0.01mg/L

底層DO － 2.0～4.0mg/L≦ 2.0～4.0mg/L≦

生活環境の保全に関する環境基準②
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水生生物項目の環境基準値導出に用いられた毒性①

項目（物
質）

類型 基準値 生物種 エンドポイント、影響内容

亜鉛 淡
水
域

A 0.03mg/L以下 ヒラタカゲロウ類 ［慢性］NOEC 成長低下

特A 0.03mg/L以下

B 0.03mg/L以下

特B 0.03mg/L以下

海
域

A 0.02mg/L以下 珪藻類 ［急性］IC50 増殖阻害

特A 0.01mg/L以下 ウニ類 ［急性］EC50 生長阻害

ノニル
フェノー
ル

淡
水
域

A 0.001mg/L以下 魚類（ニジマス） ［急性］LC50 死亡

特A 0.0006mg/L以下 魚類（ニジマス） ［慢性］NOEC 成長阻害

B 0.002mg/L以下 － （生物特Bの無影響導出値を
生物Bの水質目標値として採用）

特B 0.002mg/L以下 魚類（メダカ） ［慢性］NOEC 成長阻害、死
亡

海
域

A 0.001mg/L以下 魚類（マダイ） ［急性］LC50 死亡

特A 0.0007mg/L以下 魚類（マダイ） ［急性］LC50 死亡
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水生生物項目の環境基準値導出に用いられた毒性②

項目（物
質）

類型 基準値 生物種 エンドポイント、影響内容

直鎖ア
ルキル
ベンゼン
スルホン
酸及び
その塩

淡
水
域

A 0.03mg/L以下 魚類（ニジマス） ［急性］LC50 死亡

特A 0.02mg/L以下 魚類（ニジマス） ［慢性］NOEC 成長阻害

B 0.05mg/L以下 魚類（メダカ） ［急性］LC50 死亡

特B 0.04mg/L以下 魚類（メダカ） ［慢性］NOEC 成長阻害

海
域

A 0.01mg/L以下 魚類（マダイ） ［急性］LC50 死亡

特A 0.006mg/L以下 魚類（マダイ） ［急性］LC50 死亡

○水域区分について

一般域

淡水域

生物Ａ（イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生物及びこれらの餌生物が生息する水域 ）

生物Ｂ（コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及びこれらの餌生物が生息する水域）

海域

生物Ａ（水生生物の生息する水域）

特別域 （各水域に設定）

産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域
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水質汚濁防止法に基づく施策体系

事前規制
特定施設の設置・変更の届出

通常時規制
立入検査・報告徴収

排水規制 罰則

異常時等の
対応

異常渇水等による水質汚濁 緊急措置命令

事故時の応急措置・届出 応急措置命令

公共用水域等の
水質監視

有害物質の地下浸透禁止

都道府県の測定計画 常時監視・公表等

工
場
・
事
業
場
へ
の
全
国
一
律
制

改善命令
一時停止命令

計画変更命令

浄化措置命令

生活排水対策
都道府県による生活排水
対策重点地域の指定

市町村による生活排水対策推進計画の策定

閉鎖性海域の
総量削減

国の総量削減基本方針
都道府県の総量削減計画・総量規制基準
に基づく総量削減対策

排出水の測定・記録 罰則

有害物質貯蔵指定施設の設置・変更の届出 計画変更命令
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○水質汚濁防止法の排水規制では全国の特定事業場について、全公共用水域一律の
排水基準（一律排水基準）が設定されている。

○排水基準に違反した場合には、直ちに罰則が適用される、いわゆる直罰制度となって
いる。

特定事業場

地下浸透

公
共
用
水
域

非特定事業場

排出水

排出水 特定事業場から公共用水域に汚水を
排出される水（排出水）

排出水に対して水質汚濁防止法の
排水基準が適用される

（特定施設を有しない）

（特定施設を有する）

特定施設を有する工場または事業場
を特定事業場という

排水規制①

一律排水基準

（排水基準は

適用されない）
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国の定める一律排水規制（全国一律の最低限の規制）※

都道府県の上乗せ規制
・一律排水規制では環境基準の達成ができないなど不十分な場合に、条例により

排水基準値を強化するもの
・生活環境項目について50m3/日未満の小規模事業場へ適用するもの

都道府県の横出し規制
・一律排水規制にない項目について排水規制を実施するもの

健康項目
全事業場を対象に適用

生活環境項目
50m3/日以上の事業場に適用

都道府県において
地域の状況に応じ
て規制強化が可能

規制強化の方法

排水規制②

一律排水基準と上乗せ基準

※環境基準の項目等を踏まえ、排水基準を定めている。
（ノニルフェノール及びＬＡＳについては排水規制における取扱いを検討中）
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○化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律

（化学物質審査規制法、化審法）

○昭和４８年制定、平成２１年５月最終改正（平成２３年４月全面施行）

○目的： 人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息・生育に支
障を及ぼすおそれがある化学物質による環境の汚染を防止する
ため、①新規の化学物質の製造・輸入に際し、その性状を事前
審査する制度を設けるとともに、②化学物質の性状等に応じて
製造、輸入、使用等について必要な規制を行う。

化学物質審査規制法について

22



○措置内容

新規化学物質（５００～７００件/年）の上市前の事前審査

上市後の化学物質（約２．８万物質）の環境リスク評価【※21年改正で導入】

化学物質の性状に応じた製造、輸入、使用等の規制

○規制対象物質
第一種特定化学物質 （PCB、DDT、PFOS等31物質）

• 製造・輸入の事実上の禁止、特定の用途以外の使用禁止

第二種特定化学物質 （トリクロロエチレン等23物質）

• 製造・輸入量の予定・実績の届出

• 製造量・輸入量の変更命令（必要があれば）

• 取扱いに係る技術上の指針の遵守等

監視化学物質 （37物質）

優先評価化学物質 （196物質）

• 製造・輸入実績数量、用途等の届出

• 保有する有害性情報の報告の努力義務

• 取扱事業者に対する情報提供の努力義務

化学物質審査規制法について

23

化審法制定・改正の経緯

昭和４８年 制定

PCB類似の難分解性、高蓄積性、長期毒性（人健康）の物質の製造・輸入等
を規制

昭和６１年 改正

難分解性で長期毒性を有するが、蓄積性を有さない物質（トリクロロエチレン
等）についても、環境中での残留の状況によっては規制の必要性が生じたこと
から法改正

平成１１年 改正

平成１３年１月の省庁再編に伴い、従来の厚生省・通産省共管から、環境省
を加えた３省で共管

平成１５年 改正

動植物への影響に着目した審査・規制制度（注：毒性に生態影響を追加）や、
環境中への放出可能性を考慮した審査制度を導入

平成２１年 改正

包括的な化学物質の管理を行うため、審査や規制の体系を抜本的に見直し
（既存化学物質を含むすべての化学物質について、一定数量以上製造・輸入し
た事業者に数量等の届出を義務付け、優先評価化学物質を絞り込み、安全性
評価を行う等）

24



平成２１年改正化審法の体系

○上市前の事前審査及び上市後の継続的な管理により、化学物質による環境汚染を防止。

新規化学物質

事
前
審
査
後
上
市

一般化学物質
（およそ28,000物質）

優先評価化学物質
（177物質）

人・生態影響のリスクがないとは言えない

第二種特定化学物質
（23物質）

人健康影響・生態影響のリスクあり

第一種特定化学物質
（31物質）

難分解・高蓄積・人への長期毒性又
は高次捕食動物への長期毒性あり

監視化学物質
（37物質）

難分解・高蓄積・毒性不明

少量新規
（年間1トン以下）

高濃縮でなく低生産
（年間10トン以下）

中間物等・少量中間物等
（政令で定める用途）

低懸念高分子化合物

・製造・輸入許可制（必要不可欠用途以外は禁止）
・政令指定製品の輸入禁止
・回収等措置命令 等

・製造・輸入実績数量、詳細用途等の届出義務

・ 製造・輸入（予定及び実績）
数量、用途等の届出

・ 必要に応じて予定数量の変
更命令

・ 取扱についての技術指針
・ 政令指定製品の表示 等

・ 製造・輸入実績数量・詳細
用途別出荷量等の届出

・ 有害性調査指示
・ 情報伝達の努力義務

・ 製造・輸入実績数量、用途
等の届出

事
前
確
認
等
後
上
市

国
が
リ
ス
ク
評
価

有
害
性
や
使

用
状
況
等
を

詳
細
に
把
握

環
境
中
へ
の

放
出
を
抑
制

使
用
状
況
等
を

大
ま
か
に
把
握

環
境
中
へ
の

放
出
を
回
避

使
用
状
況

等
を
詳
細

に
把
握

※物質数は平成28年4月時点

既存化学物質
H21改正により移行

審査後直ちに評価

審査５年後に公示

特例制度

25

新規化学物質の審査及びリスク評価に用いる
主な生態毒性試験

試験名称

新規化学物質の審査 藻類生長阻害試験（OECD TG201に準ずる ）

ミジンコ急性遊泳阻害試験（OECD TG202に準ずる）

魚類急性毒性試験（OECD TG203に準ずる ）

試験名称

一般化学物質等のス
クリーニング評価

優先評価化学物質の
リスク評価

藻類生長阻害試験（OECD TG201に準ずる ）

ミジンコ急性遊泳阻害試験（OECD TG202に準ずる）

魚類急性毒性試験（OECD TG203に準ずる ）

ミジンコの繁殖に及ぼす影響に関する試験（OECD TG211に準ずる ）

魚類の初期生活段階における生息又は生育に及ぼす影響に
関する試験（OECD TG210に準ずる ）

ユスリカの生息又は生育に及ぼす影響に関する試験
（OECD TG218に準ずる ）

オオミジンコ（推奨）

ヒメダカ（推奨）

Pseudokirchneriella
subcapitata（推奨）
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○ＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排
出移動量届出制度）
：有害性がある化学物質の、環境への排出量や廃棄物に含
まれての移動量の登録・公表制度

○閾値（基準値）の確定、リスク評価には時間がかかる
→ 「灰色物質」の排出を効果的に削減

・事業者の自主管理、国民への情報公開、行政による活用

○米国、オランダなどが先行（国によりしくみや主目的が異なる）
→ 日本では1999年に法制化（特定化学物質の環境への排
出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律：化学物
質排出把握管理促進法・化管法）（環境省と経済産業省の共
管）

＜化管法におけるPRTR制度の概要＞

PRTR制度とは

28



●経緯： 平成１１年に制定された「特定化学物質の環境
への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する
法律」（化管法）に基づき導入

●目的： 事業者による化学物質の自主的な管理の改
善促進し、環境の保全上の支障を未然に防止

【化管法の構造】

第１章 総則

第２章 第一種指定化学物質の排出量等の把握

（ＰＲＴＲ制度）

第３章 指定化学物質等取扱事業者による情報の提供等

（ＳＤＳ制度）

第４章 雑則

第５章 罰則

附 則

化管法とPRTR制度

29

年１回、国に届出

国

事業者

○届出データ、届出以外の排出（家庭、農地、自動車等）の推計
○推計結果の公表・関係省庁・都道府県への通知

国民

管理状況に
対する評価

事業所管大臣
経済産業大臣

環境大臣

都道府県経由

各事業所における化学物質の環境
への排出量・廃棄物に含まれ事業
所外へ移動する量を把握

PRTR制度対象物質：人の健康や生態系に

有害な影響を及ぼすおそれのある化学物質
（462物質）

個別事業所デー
タ公表

物質別、業種別、地域別等の集計結果を
公表

PRTR制度の仕組み
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化学物質の環境への排出量・廃棄物としての移動量は全体として減少傾向

①個別の事業所データをインターネット地図上にわかりやすく表示

②ＰＲＴＲデータをわかりやすく解説した市民ガイドブックの作成・配布等

制度の見直し

データの公表・普及啓発等

○平成２０年１１月に化管法施行令を改正

PRTR対象物質： ３５４物質から４６２物質に変更

PRTR対象業種： 医療業を追加

→平成２２年度データの把握・届出から適用（２３年度に集計・公表）

○個別の事業所から届け出られたPRTRデータの公表について、従来の開示請求方式に加え、国
による公表方式を追加（21年2月から実施）

法施行７年後の見直し（平成１９年８月）により、対象物質・業種等を変更

これまでの成果

31

516,064
487,945

506,858
479,401

473,148
454,374

440,604
389,211

339,817
343,126

358,686

345,009
337,443

345,198

13,759
13,414

21,034
19,658 16,144

16,110 15,804

14,191

12,224
43,923

42,598
39,628 38,813

37,893

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

届
出

排
出

量
・
移

動
量

（
ト

ン
）

追加対象化学物質

削除物質

継続物質

○法施行後継続して届出対象物質である
276物質（継続物質）を対象として集計した
平成26年度の総届出排出量・移動量は、
345千トン （対前年度2.2％増加）

○このうち、届出排出量は143千トンであり、
制度開始当初より、ほぼ一貫して減少

○平成26年度を初年度（13年度）と比較する
と、33％の減少

○有害性（ハザード）＋暴露可能性に着目して選定

※有害性＝人の健康、動植物の生息・生育、オゾン層破壊

○薬事・食品衛生審議会（厚生労働省）、化学物質審議会（経済産業省）、
中央環境審議会（環境省）の意見を聴いて政令で指定

ＰＲＴＲ対象物質
「第一種指定化学物質」（４６２物質）

（うち、生態毒性クラス１又は２（後述）に該当する
物質は３３１物質）

PRTR対象物質
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対象物質選定基準における生態毒性の考え方

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律に基づく第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質の指
定の見直しについて（答申）」（平成２０年７月中央環境審議会）より

注：「OECD TG」はOECDテストガイドラインを表す

以下の生態毒性試験結果に係る情報を踏まえ、一定以上の毒性を有すると判断された物
質をＰＲＴＲ制度の対象に指定。

・クラス１（計214物質） ： NOECが0.1mg/L以下又はL(E)C50が1mg/L以下
・クラス２ （計117物質） ： NOECが1mg/L以下又はL(E)C50が10mg/L以下

33

①業種 ： ２４の業種

②事業者規模 ： 常用雇用者数２１人以上

③年間取扱量等 ： １ｔ以上の事業所

（特定第一種指定化学物質は０．５ｔ以上）

又は
特別要件を満たす施設がある事業所

事
業
者
単
位

事
業
所
単
位

ＰＲＴＲ対象事業者
「第一種指定化学物質等取扱事業者」

ＰＲＴＲ届出対象事業者の要件
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金属鉱業
原油・天然ガス鉱業
製造業
電気業
ガス業
熱供給業
下水道業
鉄道業

機械修理業
商品検査業
計量証明業
一般廃棄物処理業
産業廃棄物処分業
医療業
高等教育機関
自然科学研究所

○２４の業種

倉庫業
石油卸売業
鉄スクラップ卸売業
自動車卸売業
燃料小売業
洗濯業
写真業
自動車整備業

○特別要件施設

• 鉱山保安法上の関連施設
• 下水道終末処理施設
• 一般廃棄物処理施設／産業廃棄物処理施設
• ダイオキシン類対策特別措置法上の特定施設

ＰＲＴＲ届出対象事業者の要件

35

○排出量

１．大気への排出

２．公共用水域への排出

３．当該事業所における土壌への排出

４．当該事業所における埋立処分

○移動量

１．下水道への移動

２．当該事業所の外への移動

事業所ごとに以下の区分に従い、算出・把握

把握する排出量等の区分
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○農薬取締法（昭和23年） －目的－

農薬登録制度を設け、販売及び使用の規制等を行うことで、
農薬の品質の適正化とその安全かつ適正な使用の確保を図
る。

農業生産の安定と国民の健康の保護に資するとともに、国民
の生活環境の保全に寄与する。

農薬は、農作物等の栽培管理に有用な一方、
環境や健康に影響を与えるおそれがある

人、生態系に対するリスク評価・リスク管理を
適切に行うことが重要

農薬登録制度

農薬登録制度
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検 査

（独）農林水産消費
安全技術センター

○環境への影響

○薬効・薬害

○使用者への安全性

○有用生物（ミツバチ
等）への影響

○農作物への残留性

○薬剤の物理的化学
的性状

農
薬
製
造
者

又
は

輸
入
者

使用

受 付

登 録

農薬登録保留基準の設定

○水産動植物の被害防止
（個別農薬ごとに設定）

○水質汚濁
（個別農薬ごとに設定）

○土壌残留
（土壌半減期が180日以上と未満で別に

設定）
○作物残留

（食品衛生法の規定に基づく規格）

環境省

残留農薬基準の設定

厚生労働省

食品影響評価
（ＡＤＩの設定等）

食品安全委員会

ADIの設定依頼

登
録
保
留
基
準

の
設
定
依
頼

残
留
農
薬
基
準
の

設
定
依
頼

農薬登録制度のしくみ

検査の報告

農林水産省

検査の指示

登
録
票
交
付

登
録
申
請
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水産動植物の被害防止に係る登録保留基準の改正の経緯（平成15年改正）

改 正

平成17年4月以前

・試験生物はコイのみのため生態系保全の視点
が不十分
・毒性評価のみで環境中での曝露量が考慮され
ていないためリスク評価として不十分
・畑地等で使用される農薬が適用外であるため
農薬全体としてのリスク管理が不十分

等

課 題

農薬登録保留基準
コイの半数致死濃度(４８時間)が0.1ppm

以下で、かつ毒性の消失日数が７日以上の
場合（水田において使用するものに限る）

現 在

・生態系保全の観点から、魚類のみならず藻類、
甲殻類等を評価対象に追加

農薬登録保留基準
リスク評価の結果、水産PECが登録保留基準値を
上回る場合には登録保留

・毒性評価のみならず、曝露評価を追加（環境中予
測濃度(水産PEC)と登録保留基準値とを比較するこ
とによりリスクを評価）

・畑地等で使用される農薬についても適用

・各類の対象生物、試験方法を拡充

水産動植物の被害防止に係る登録保留基準について

＜登録保留基準＞

魚類、甲殻類等、藻類の毒性試験結果から求めた急性影響濃度（AECf、AECd、AECa）の最小値 ＝ 登録保留基準値

AECf＝コイ又はヒメダカ等を用いた魚類急性毒性試験で得られた最小の半数致死濃度（LC50）を不確実係数で除した数値

AECd＝オオミジンコを用いたﾐｼﾞﾝｺ類急性遊泳阻害試験等で得られた最小の半数遊泳阻害濃度（EC50）を不確実係数で除した数値

AECa＝ムレミカヅキモ等を用いた藻類生長阻害試験で得られた最小の半数生長阻害濃度（EC50） 40



水産動植物被害防止に係る登録保留基準の設定
（リスク評価の仕組み）

環境中濃度の予測値（Ａ）

環境モデルによる予測値を算出

登録保留基準値（Ｂ）

※既に登録されているニコチン性アセチルコリン受容体又はGABA受容体に作用する殺虫剤（ネライストキシン系殺虫

剤を除く。）。詳細は、平成28年３月３日中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第50回）資料４を参照。

ＡがＢの値を

超える農薬

は登録保留

製造、輸入等

ができない

第１段階
・数値計算による算定

（Ｂの値を超えると第２段階へ）

第２段階
・模擬水田の試験等による算定

（Ｂの値を超えると第３段階へ）

第３段階
・実水田の試験等による算定

魚類の急性影響濃度
（コイ又はヒメダカ）

甲殻類等の急性影響濃度
（ﾐｼﾞﾝｺ類急性遊泳阻害試
験及び特定の農薬※につい
てはﾕｽﾘｶ幼虫急性遊泳阻
害試験）

藻類の半数生長阻害濃度
（ムレミカヅキモ）

比較

各急性影響濃度の最小値

＝登録保留基準値
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農薬登録の現状と水産基準値の設定状況

平成27年3月末現在の登録件数は4,361件、成分数は565
種類。（農薬概説（2015）より）

平成28年3月末現在、413種類の農薬で水産基準の評価
を行い、うち298種類で水産基準値を設定し、水産動植物の
被害のおそれが極めて少ないと認められた115種類は水産
基準値の設定不要とされた。

残り約150種類の農薬は、旧基準（平成17年4月以前）によ
る登録のため水産基準値がなく、平成32年までに水産基準
値を設定する計画。
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